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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第51期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 24,818 24,331 24,583 25,208 25,401 

経常利益 〃 1,282 1,360 1,400 1,537 777 

当期純利益 〃 503 513 789 789 538 

純資産額 〃 29,456 28,669 29,720 30,173 30,558 

総資産額 〃 35,929 34,160 35,303 35,786 35,862 

１株当たり純資産額 円 1,497.88 1,475.76 1,529.89 1,553.62 1,581.94 

１株当たり当期純利

益 
円 25.37 23.96 39.22 39.43 26.60 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
円 － － － － － 

自己資本比率 ％ 82.0 83.9 84.2 84.3 85.2 

自己資本利益率 ％ 1.7 1.8 2.7 2.6 1.8 

株価収益率 倍 33.50 30.89 21.2 22.57 40.23 

営業活動によるキャ

ッシュ・フロー 
百万円 2,073 2,975 1,210 950 301 

投資活動によるキャ

ッシュ・フロー 
〃 △ 1,582 △ 968 △ 321 △ 1,013  234 

財務活動によるキャ

ッシュ・フロー 
〃 △ 305 △ 2,076 △ 343 △ 345 △ 884 

現金及び現金同等物

の期末残高 
〃 5,170 5,101 5,646 5,238 4,889 

従業員数 人 381 383 364 378 397 



(2）提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益の金額については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３．平成14年３月期より自己株式を資本に対する控除項目としており、また、１株当たり純資産額、１株当たり

当期純利益金額の各数値は発行済株式総数から自己株式数を控除して計算しております。 

４．第50期の１株当たり配当額には第50期記念配当5.00円が含まれています。また、第51期より中間配当制度を

設け、中間配当を行っております。 

５．第51期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金

額の算定に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当

たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

売上高 百万円 23,159 22,609 22,679 23,170 23,331 

経常利益 〃 1,163 1,254 1,278 1,412 677 

当期純利益 〃 750 539 802 812 801 

資本金 〃 1,100 1,100 1,100 1,100 1,100 

(発行済株式総数) （千株） (22,000) (22,000) (22,000) (22,000) (22,000) 

純資産額 百万円 29,936 28,166 29,194 29,636 29,985 

総資産額 百万円 34,508 32,616 33,733 34,203 34,333 

１株当たり純資産額 円 1,360.77 1,407.52 1,458.92 1,481.37 1,545.45 

１株当たり配当額 〃 20.00 15.00 15.00 15.00 20.00 

(内１株当たり中間

配当額) 
（〃） (－) (7.50) (7.50) (7.50) (10.00) 

１株当たり当期純利

益 
〃 34.11 24.59 38.74 39.45 39.81 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
  － － － － － 

自己資本比率 ％ 86.7 86.4 86.5 86.6 87.3 

自己資本利益率 ％ 2.5 1.9 2.8 2.8 2.7 

株価収益率 倍 24.92 30.09 21.42 22.56 26.88 

配当性向 ％ 58.6 61.0 38.7 38.0 50.2 

従業員数 人 319 324 305 322 349 



２【沿革】 

年月 沿革 

昭和６年９月 創業者 辻 巖が個人にてラッカー性塗料の製造開始。 

18年11月 第二次企業整備令により廃業。 

22年１月 大阪市西淀川区において個人経営にてラッカー性塗料の製造を再開。 

27年４月 資本金５百万円にて個人経営より株式会社に改組。「株式会社ロック塗料製造所」と称す。 

同時に東京支店を設置。 

28年３月 資本金１千万円に増資。 

30年７月 「ロックペイント株式会社」と社名変更。 

36年１月 ロック商事株式会社を設立。（現・連結子会社） 

36年５月 名古屋市に名古屋営業所を設置。 

38年４月 資本金２億７千万円に増資し、大阪証券市場第２部に上場。 

38年４月 福岡県糟屋郡に福岡営業所を設置。 

38年７月 札幌市に札幌営業所を設置。 

39年３月 ケミコ株式会社を設立。（平成17年７月連結子会社から除外） 

40年４月 宝塚工場製造開始。 

45年１月 ロックペイントタイランド株式会社を設立。（現・持分法非適用非連結子会社） 

45年３月 埼玉県八潮市の東京工場製造開始。 

愛知県の犬山工場製造開始。 

46年１月 資本金５億５千万円に増資。 

48年10月 米国デクスター社と共同出資でデクスター・ミドランド株式会社設立。（現バルスパーロック株

式会社・持分法適用会社） 

49年４月 資本金11億円に増資。 

54年９月 大阪市北区「大阪駅前第３ビル」25階に分譲事務所を購入、大阪営業所を移設。 

58年11月 九州ロックペイント株式会社を設立。（現・連結子会社） 

58年12月 ピーアイエー株式会社を設立。（平成17年７月持分法非適用非連結子会社から除外） 

59年５月 関東ロックペイント株式会社を設立。（現・連結子会社） 

59年６月 栃木県の宇都宮工場製造開始。 

60年３月 佐賀県の九州工場製造開始。 

61年６月 東京支店に東京ビル竣工。 

63年３月 大阪本社に事務所を増築し、大阪営業所を本社に移設。 

平成２年８月 枚方市に枚方サービスセンターを設置。 

兵庫県神崎郡に福崎サービスセンターを設置。 

５年４月 静岡県の富士小山工場製造開始。 

８年２月 山口県の山口工場製造開始。 

８年11月 犬山工場および東京工場において食缶用塗料およびラミネート用接着剤等の製造に関するＪＱＡ

品質保証企業登録制度に基づくＩＳＯ９００２の認証を取得。 

11年７月 デクスター・ミドランド株式会社の商号をバルスパーロック株式会社に変更する。 

13年１月 三重県の伊賀上野工場製造開始。 

15年４月 横浜市に横浜営業所を設置。 

16年２月 岡山市に岡山営業所を設置。 

16年４月 広島市に広島営業所を設置。 

16年10月  長崎セルフペイント株式会社を設立。（現・持分法非適用非連結子会社） 

17年６月 岡山市に岡山流通センターを設置。岡山営業所を移転。 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（ロックペイント株式会社）、子会社５社、関連会社１社及び

その他の関係会社１社により構成されており、塗料の製造・販売、塗装関連商品の製造、仕入れ及び販売を主たる業

務としております。 

 当社グループの事業内容及び当社と関係会社の当該事業に係る位置付けは次のとおりであります。 

(1）塗料 

 主な製品は、車両用塗料、建築用塗料、工業用塗料、家庭用塗料、食品缶用塗料、食品軟包装用接着剤、研磨

剤、ポリパテ、シンナー等であります。 

 当社が製造販売するほか、関東ロックペイント株式会社及び九州ロックペイント株式会社に一部製造加工を委託

し、また、子会社のロック商事株式会社、長崎セルフペイント株式会社が一部販売をしております。そして、関連

会社のバルスパーロック株式会社が、食品缶用塗料の販売をしております。 

(2）塗装関連商品 

 主な商品は、刷毛・ローラー・スプレーガン等の塗装用具、調色用器具類、サンダー等の工具類、研磨紙類、テ

ープ・シート等の養生資材、それに塗装ブース等の塗装設備等であります。 

 主に、子会社ロック商事株式会社が仕入及び販売をしております。 

［事業系統図］ 

 以上述べた事項を事業系統図によって示すと次のとおりであります。 



４【関係会社の状況】 

(1）連結子会社 

 （注）＊１．持分は、100分の50以下であるが、実質的に支配しているため子会社としたものであります。 

＊２．議決権所有割合の［ ］は、緊密な者の所有割合で外数であります。 

(2）持分法適用関連会社 

(3）その他の関係会社 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

関東ロックペイント㈱ 栃木県宇都宮市 100 塗料製造加工 100.00 

当社塗料の一部を

製造加工してい

る。 

役員の兼任…２名 

九州ロックペイント㈱ 
佐賀県神埼郡 

東脊振村 
50 塗料製造加工 100.00 

当社塗料の一部を

製造加工してい

る。 

役員の兼任…２名 

ロック商事㈱ 

（注）＊１ 

＊２ 

大阪市西淀川区 40 
塗装関連用品、塗

料販売 

24.00 

[50.85] 

塗装関連用品を仕

入れ、販売してい

る。当社から塗料

を仕入れ、販売し

ている。 

役員の兼任…２名 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権の所有割合 

（％） 
関係内容 

バルスパーロック㈱ 東京都江東区 15 
食品缶用塗料の販

売 
30.00 

当社が製造した食

品缶用塗料を販売

している。 

役員の兼任…５名 

名称 住所 
資本金 
（百万円）

主要な事業の内容 
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

辻 不動産㈱ 大阪市西淀川区 24 

不動産、有価証券

の保有、管理及び

運用 

38.10 

当社の株式を保

有。不動産を賃貸

している。 

役員の兼任…４名 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 （注）１．事業の種類別セグメントがないため、会社別に記載しております。 

２．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時雇用者（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等）は、除いておりま

す。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含みます。）であり、臨時雇用者（パートタイマー、人材会社からの派遣社員等）は、除いておりま

す。 

２．平均年間給与は基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

(3）労働組合の状況 

 当社グループにおいては、当社（提出会社）においてのみ労働組合があり、他の子会社等においてはありませ

ん。 

 当社の労働組合は単一組合でロックペイント労働組合（組合員173名）と称しております。 

 組合との関係は円満であり、特記すべき事項はありません。 

 （注） 当労働組合は、平成17年５月末日をもって、全日本塗料労働組合協議会を退会しております。 

  平成18年３月31日現在

当社グループの会社名 従業員数（人） 

ロックペイント㈱ 349 

関東ロックペイント㈱ 20 

九州ロックペイント㈱ 18 

ロック商事㈱ 10 

合計 397 

  平成18年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

349 36.7 13.9 5,673,820 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当連結会計年度におけるわが国経済は、堅調な内外需に支えられ第３四半期（10月～12月）には実質国内総生産

（ＧＤＰ）成長率が年率換算5.4％を記録するなど好況に推移し、輸出型の大企業の活況が中小企業にも広がる中

で、企業業績は４年連続の増益を記録し、企業主導の景気回復となりました。企業の設備投資・雇用の増加、個人

所得・消費の伸び、好業績を映す株価の上昇等、日本経済は好況循環に入ったと見られます。原料高に起因する企

業間物価の上昇に続き、消費者物価も上昇に転じ、ようやくデフレの克服も見通され、異例な日銀の超金融緩和措

置が解除されました。その後長期金利が上昇し、ゼロ金利の解消、金融正常化も近いと見られます。しかし、都市

部に比し停滞気味の地方経済、低所得者層の増加に表れた経済格差、二極化も同時進行し、必ずしもこの好況が広

く浸透したものではなく、全体的な明るさに結びついていない状況にあります。 

 この状況下、塗料業界では、輸送機械、産業機械等の好況業種関連需要は旺盛でしたが、特に汎用塗料分野での

地方需要の低迷が続き、全体としての出荷高は一進一退で、量的に横這いに推移し、原料高の価格転嫁による単価

修正により出荷金額は前年を上回りました。 

 このような状況下、当社グループの当連結会計年度の業績は、連結売上高25,401百万円（対前年同期比0.8％

増）、経常利益777百万円（対前年同期比49.4％減）、株式売却の特別利益により税金等調整前当期純利益1,237百

万円（対前年同期比16.0％減）、当期純利益538百万円（対前年同期比31.8％減）となりました。 

特に原材料価格高騰に伴い、内部合理化、製品価格修正に努めましたが、原料原価上昇分を吸収できず、営業利益

段階で減少を余儀なくされました。 

 製品分野別の売上高では、当社グループの中核事業である車両用塗料分野で対前年同期比4.3％増、工業用塗料

分野で微増ながら0.2％増を達成しましたが、建築用塗料分野及び家庭用塗料分野では遺憾ながら対前年同期比で

若干の減少を見ました。海外部門では、アジア地域向けを中心として9.2％の増加を達成しました。 

 大気汚染防止法の平成18年４月施行、平成22年に平成12年比ＶＯＣ排出削減30％の数値目標を見据え、水系塗

料、ハイソリッドタイプ塗料、高機能粉体塗料等の開発、上市を一段と加速しました。車両用塗料では高級クリヤ

ー「ロックマルチトップハイクリヤー」、「ロックハイパープラサフＨＢ」、プロタッチ・ハイソリッド仕様の開

発、建築用塗料・家庭用塗料ではＦ☆☆☆☆仕様塗料群の充実、工業用塗料分野ではＴＸフリーアクリル焼付塗

料、粉体塗料ではレベリング性に優れたポリエステル「タフロック」等を上市、市場から好評をいただき、来期に

向かって確かな手応えを掴むことができました。 

 期末に経済産業省より当社家庭用塗料でかび抵抗性が規格基準値に達していないとのご指摘を受け、市場から該

当製品の完全回収に努めると共に、原因究明、再発防止対策に取り組みました。 

（注）当社グループは、主に塗料製造販売を行っており、塗料製造販売事業の売上高、営業利益及び資産の金額は、

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメント資産の金額の合計額に占める割合がいずれも90％超

であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。また、所在地別セグメント情報につき

ましても、本邦の売上高及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメント資産の金額の合計

額に占める割合がいずれも90％超であるため、記載を省略しております。（以下、「生産、受注及び販売の状

況」においても同じです。） 



(2）キャッシュ・フロー 

 当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、税金等調整前当期純利益が1,237百

万円（前年同期比16.0％減）あり、投資有価証券売却益等による資金の増加がありましたが、自己株式の取得額の

増加等の要因により前連結会計年度末に比べ349百万円減少し、当連結会計年度末には、4,889百万円（同6.7％

減）となりました。 

（営業活動によって得られたキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における営業活動によって得られた資金は、301百万円（同68.3％減）となりました。これ

は、おもに1,237百万円が税金等調整前当期純利益として計上されたこと、売上債権の増加62百万円、たな卸資

産の増加300百万円、仕入債務の増加147百万円等の要因によるものです。 

（投資活動によって得られたキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における投資活動によって得られた資金は、234百万円となりました。これは有形固定資産の

取得による支出が1,081百万円ありましたが、投資有価証券の売却による収入689百万円、連結範囲の変更を伴う

子会社株式の売却による収入407百万円等があったことによるものです。 

（財務活動に使用されたキャッシュ・フロー） 

 当連結会計年度における財務活動の結果使用した資金は、884百万円（同156.5％増）となりました。これは自

己株式の取得による支出と配当金の支払によるものです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当社グループは、事業のセグメント情報の記載をいたしておりません。また生産実績は、生産分類別に掲載いた

します。 

 （注）１．金額は、製造原価によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）商品仕入実績 

 当社グループは、事業のセグメント情報の記載をいたしておりません。また商品仕入実績は、商品分類別に掲載

いたします。 

 （注） 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）受注状況 

 当社グループは、見込み生産を行っているため、該当事項はありません。 

生産分類別種類 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ラッカー性塗料類（百万円） 474 99.0 

合成樹脂塗料類（百万円） 12,420 103.1 

その他雑類（百万円） 2,960 109.4 

合計（百万円） 15,855 104.1 

商品分類別種類 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ラッカー性塗料類（百万円） 77 123.4 

合成樹脂塗料類（百万円） 2,645 85.4 

その他雑類（百万円） 352 112.3 

塗料類計（百万円） 3,075 88.5 

調色用器具類等（百万円） 669 202.4 

その他（百万円） 1,856 104.2 

合計（百万円） 5,600 100.3 



(4）販売実績 

 当社グループは、事業のセグメント情報の記載をいたしておりません。また販売実績は、商品分類別に掲載いた

します。 

 （注） 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３【対処すべき課題】 

 今後、イランの核開発の動きに伴う中東情勢不安による更なる原油価格の高騰が最大の懸念要素でありますが、米

国及び所謂ＢＲＩＣｓ４カ国等の好景気は持続すると見られ、日本国内の景気好転の早期腰折れ懸念はなく、ビジネ

ス環境は良好に推移すると見られます。 

 当社グループは、従来にも増して品質本意の製品の開発、国内外の営業強化・拡大・高効率の製造体制整備を行

い、積極的に攻めの経営を展開致します。 

 具体的施策としましては、次のとおりであります。 

 当社グループは、上記の諸施策と共に技術、製造、営業が一体となり、グループの充実、発展に一層の努力を続け

てまいる所存であります。 

商品分類別種類 
当連結会計年度 

（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

前年同期比（％） 

ラッカー性塗料類（百万円） 860 101.7 

合成樹脂塗料類（百万円） 17,909 98.1 

その他雑類（百万円） 3,938 104.6 

塗料類計（百万円） 22,708 99.3 

調色用器具類等（百万円） 622 203.3 

その他（百万円） 2,069 101.5 

合計（百万円） 25,401 100.8 

(1）原材料の値上がりに伴う適正なる製品価格改定 

 
既に、４月からの新価格で広汎な品目にて、原料価格変動と市場競争力を勘案した価格改定を実施しましたが、

更なる原材料価格の変動に即応し、柔軟に適正価格への改定を実施し、収益の安定化を期します。 

 (2）製品分野別の事業部制運用の導入 

 

従来、地域別のワンパッケージ営業体制を基本としてまいりましたが、各分野での商品専門性、技術高度化を踏

まえ、最終顧客へのアクセス強化と営業力増進を目的に、地域別営業体制に分野別専門性を備えた事業部的横糸

を全国的に通す組織体制を整え、全地域で攻めの営業体制を推進致します。 

(3）環境対策製品の拡充、品揃え強化 

 

既に取組中の水性塗料、塗料のハイソリッド化、高効率化、高機能化、ＶＯＣ排出削減塗料の充実を全製品分野

で一段と推進致します。車両用塗料で新タイプ水性ベースコート「ウォーターベース」の上市を予定し、建築

用・家庭用関連でのＦ☆☆☆☆製品、工業用塗料分野での水系塗料、ＴＸフリータイプ塗料の充実に注力しま

す。 

 (4）工業用塗料分野での粉体塗料の充実 

 

ＶＯＣ排出規制は工業用の大口需要家が直接的対象にて、その決め手のひとつとして粉体塗料の品揃え充実、高

品質化、生産力拡充を行い、今後２～３年を、焼付塗料から粉体塗料への重要な転換期として、生産・拡販に注

力します。 

 (5）遵法精神、品質管理の徹底された「もの作り」企業風土の再構築 

 
法令、規則の遵法精神と隅々まで行き届いた品質管理の浸透したもの作り体制を再構築すると共に、全社員、関

係者に規律を高める社内教育を実施し、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことに取り組みます。 



４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の概況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中における将来に関する事項は有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであり、

また、本記載は将来発生しうるすべてのリスクを網羅したものではありません。 

(1）原材料価格の変動 

 当社グループにおいて主要な原材料は、石油化学製品であり、産油国の政治経済情勢や主要消費国の景気動向が

原材料価格に大きな影響を与えており、購入価格の変動をすぐに製品価格に転嫁できるとは限らないため、当社グ

ループの業績及び財務状況等に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）公的規制 

 製品の性質上、ＶＯＣ排出規制やホルムアルデヒド規制、産業廃棄物規制等の環境・化学物質関連の法規制の適

用を受けており、これらの法規制の遵守を怠った場合は、当社グループの活動が制限される可能性があります。 

(3）災害の発生 

 当社グループの工場は、危険物を取扱っており、大きな災害事故の発生は社会的信用失墜ばかりでなく、保険で

填補できない補償費用や操業停止による損失等が発生し、当社グループの業績及び財務状況等に影響を及ぼす可能

性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

技術援助等を受けている契約 

 （注） 上記は、全てロックペイント株式会社に係る契約であります。 

６【研究開発活動】 

 当社グループは、「地球にやさしい安全で高品質の塗料開発」を基本理念として、塗料の主原料である合成樹脂の

開発から各種塗料製品の開発まで、積極的な研究開発活動を行っております。 

 当連結会計年度における研究開発活動の成果は、次のとおりであります。 

(1）車両用塗料分野においては、当社グループの基本方針であるボディーショップの『作業効率及び生産性向上』と

『トータルコスト低減』に寄与する製品に加えて、ここ最近のＶＯＣ排出規制、ＰＲＴＲ対策を踏まえた『環境配

慮型製品』の設計を構築してまいりました。その中で、カラーベースにおいては『一液ベース塗料プロタッチのハ

イソリッド仕様』を確立し、下地類ではＰＲＴＲ対策を考慮しＴＸフリータイプで、更にノンサンディング仕様を

可能とした二液型ウレタンプラサフ『ハイパープラサフＨＢ』を上市致しました。また、トップコートクリヤーで

は、ハイソリッド設計の『マルチトップハイクリヤー』を新たに製品化致しました。『マルチトップハイクリヤ

ー』は、従来品に比べ塗料使用量、ＶＯＣ量及び作業時間の大幅な削減を可能としております。更に水性塗装シス

テムについては、水性ベースをはじめとし、プラサフからトップコートクリヤーに至る製品についても近々確立さ

せるよう取り組んでおり、今後も市場のニーズに即した製品開発に努めてまいります。 

(2）建築用及び家庭用塗料分野では、前期に引き続き、環境問題、特に揮発性有機溶剤排出量の低減に対して積極的

に取り組むべく、弱溶剤型塗料及び水性塗料の性能向上に努めてまいりました。弱溶剤型塗料においては、建築物

の美観を損なわないように、低汚染性の付与、より高耐候性の研究開発に取り組んでおります。また水性塗料にお

いては、従来のＶＯＣフリー塗料よりも低温造膜性がよく、しかも塗膜のタック性に優れる「ビニロックＶＯ

Ⅱ」、「ユニロックＶＯⅡ」を上市し、室内環境配慮製品として、拡販致しております。 

(3）工業用塗料分野においては、大気汚染防止法の改正に伴い、ＶＯＣ排出規制等の環境負荷低減を課題として取り

組んでおります。粉体塗料においては、既存技術を応用し顧客ニーズに応える特長を持った種々機能性タイプの研

究開発に取り組んでおります。溶剤型塗料においては、ＶＯＣ排出量低減のためハイソリッドタイプの塗料を開発

中であり、更に無鉛原色の充実に取り組んでおります。 

 ラミネート接着剤においては、環境低負荷型への移行に注力し、『ハイソリッド塗工用溶剤削減型接着剤』、

『ノンソルベント塗工用接着剤』を開発し、市場導入致しました。これらの製品によりＶＯＣ排出規制への対応品

の充実を行いました。また、電子部材用途に係るラミネート用接着剤に対しても展開を図り、製品開発を行いまし

た。 

 当連結会計年度における研究開発費用は、約448百万円です。 

 なお、当社グループは、事業の種類別セグメントは、記載しておりませんので、塗料類における研究開発費として

記載しております。 

契約の相手先 契約許可年月日 契約の内容 

米国 

バルスパー コーポレーション 
平成11年３月１日 

食品、飲料用缶及びエアゾール容器用コーティング類

の製造及びそれらのシステムの適用に関する技術。 

技術指導料は純販売高の一定率。 

米国 

ＰＰＧインダストリーズ 

インコーポレーテッド 

平成４年８月５日 
車両補修用塗料の製造技術。 

技術指導料は純販売高の一定率。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

 文中の将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

(1）重要な会計方針及び見積り 

 当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。この連結財務諸表の作成にあたって、経営者は、決算日における資産・負債及び報告期間における収

入・費用の報告金額に影響を与える見積りを行わなければなりません。これら見積もりは、主に貸倒引当金、賞与

引当金及び退職給付引当金等であり、継続して評価を行っております。 

 なお、見積り及び判断・評価については、過去の実績や状況に応じて合理的と考えられる要因等に基づいて行っ

ておりますが、見積り特有の不確実性があるため、実際の結果は、これらの見積もりと異なる場合があります。 

(2）当連結会計年度の経営成績の分析 

 当社グループの当連結会計年度の経営成績については、上昇に転じ始めた経済情勢下、車両用塗料分野で前連結

会計年度に比べ4.3％、工業用塗料分野で微増ながら同0.2％の売上増となり、当社グループ全体の売上高は、前連

結会計年度に比べて0.8％増収の25,401百万円となりました。また、原材料価格高騰に伴い、内部合理化、製品価

格修正に努めましたが、原料原価上昇分を吸収できず、連結営業利益は、前連結会計年度に比べて66.3％減益の

453百万円、連結経常利益は同じく49.4％減益の777百万円、連結当期純利益は同じく31.8％減益の538百万円とな

りました。 

①売上高 

 塗料類の売上高は、前連結会計年度に比べて0.7％減の22,708百万円となり、調色用器具類等その他の売上高

は、前連結会計年度に比べて14.8％増収の2,691百万円となりました。 

②売上原価、販売費及び一般管理費 

 売上原価については、米国や所謂ＢＲＩＣｓ４カ国等での需要拡大による原材料の不足・価格高騰が続き、前

連結会計年度に比べて4.2％増加し、売上原価率は前連結会計年度に比べて2.6ポイント増加し82.3％となりまし

た。販売費及び一般管理費については、諸経費の削減に努めましたが前連結会計年度に比べて6.3％増加しまし

た。 

③営業外収益、営業外費用 

 営業外収益は、前連結会計年度に比べて126百万円増加し、376百万円となっております。借入金は全くありま

せんので、営業外費用の支払利息は発生しておりません。 

④特別損益 

 特別利益では、投資有価証券売却益が381百万円増加しました。当連結会計年度から「固定資産の減損に係る

会計基準」を適用し、減損損失を178百万円計上しましたが、特別損失は前連結会計年度に比べ158百万円減少し

ました。 

(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 

 当社グループの位置する塗料業界は、主要な原料は石油関連製品に依存しており、産油国の政治経済情勢や為替

相場の動向に大きく影響されます。また、塗料は、危険物であり、環境対策の法的規制等が、工場の稼動や立地、

塗料の品質改良推進に大きな影響を及ぼし、維持費用や研究開発の費用の増加につながり、経営成績に影響を与え

ます。これらの要因については、産油国や消費国を始め国内外の情報を迅速に把握し、さらには従業員の常日頃か

らのリスク認識や危機管理を遂行しております。詳細については、「事業のリスク等」の項目をご参照ください。



(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析 

 当社グループの運転資金需要のうち主なものは、製品製造のための原材料等の購入のほか、人件費・物流費・研

究開発費・広告宣伝費等を中心とする製造費や販売費及び一般管理費等の支出によるものであります。また設備資

金需要のうち主なものは、製品製造のための生産設備や販売拠点・セミナー施設等の新設・拡充及び修理等のため

のものであります。 

 これらの資金需要につきましては、全て自己資金にて対応しております。 

 キャッシュ・フローについては、１〔業績等の概要〕(2)キャッシュ・フローの項をご参照ください。 

(5）経営者の問題認識と今後の方針について 

 当社グループの経営陣は、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてお

ります。当社グループを取り巻く事業環境を鑑みると、原材料の高騰や一部原料の供給逼迫及び米国、中国の景気

動向等に不安要因はありますが、業績好調な自動車、機械類、素材産業の高水準の設備投資や好転する雇用情勢に

も牽引され景気も底堅いものと予測されます。 

 当社グループは、このような情勢を踏まえ、品質・コストで比較優位の製品・商品の充実、営業体制の強化拡

充、高能率生産の追求等を進め、経営姿勢を更なる攻勢に向ける所存であります。 

 また内部統制システムの構築をすすめ、法令、規則の遵守と全社員、関係者に規律を高めるグループ内教育を実

施し、企業の社会的責任（ＣＳＲ）を果たすことに取り組みます。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当社グループでは、塗料製造分野を中心に総額1,135百万円の設備投資を実施致しました。 

 その内容は、兵庫県明石市二見町の営業所用土地取得に330百万円、岡山流通センター塗装研修設備に115百万円、

宇都宮工場の樹脂及び塗料製造設備等に275百万円、犬山工場粉体塗料・樹脂製造設備に50百万円、東京工場樹脂反

応設備に80百万円、伊賀上野工場の塗料製造設備に40百万円、福岡営業所塗装研修棟建設工事の手付金に30百万円、

その他工場の機械装置、工具器具備品等に215百万円であります。 

 なお、所要資金については、全額自己資金を充当しております。 

 また、当社グループは、主に塗料製造販売を行っておりますので事業の種類別セグメントはありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社グループは、主に塗料製造販売を行っており事業の種類別セグメントはありません。 

 そのため主要な設備は、以下のとおり事業所別に記載いたします。 

（提出会社） 

  平成18年３月31日現在

事業所名 
（所在地） 

主たる業務の
内容 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

本社及び大阪工場 

（大阪市西淀川区） 

製造 

販売 

研究開発 

塗料製造 

販売・配送 

研究開発施設 

663 105 

1,192 

(18)

[6]

102 2,063 110 

宝塚工場 

（兵庫県宝塚市） 
製造 

塗料製造 

配送 
103 170 

227 

(35)
14 515 34 

東京工場 

（埼玉県八潮市） 
製造 

塗料製造 

配送 
109 172 

126 

(27)
25 433 29 

犬山工場 

（愛知県犬山市） 
製造 

塗料製造 

配送 
298 348 

85 

(41)
13 745 1 

宇都宮工場 

（栃木県宇都宮市） 
製造 

塗料製造 

配送 
994 788 

1,214 

(74)
37 3,036 － 

九州工場 

（佐賀県神埼郡東脊振村） 
製造 

塗料製造 

配送 
203 57 

577 

(43)
4 842 － 

伊賀上野工場 

（三重県伊賀市） 
製造 

塗料製造 

配送 
1,403 295 

1,430 

(42)
7 3,136 12 

富士小山工場 

（静岡県駿東郡小山町） 
製造 配送・調色 417 15 

602 

(26)
4 1,039 － 

山口工場 

（山口県玖珂郡玖珂町） 
製造 配送・調色 245 5 

166 

(10)
4 422 3 

東京支店 

（東京都江東区） 

販売 

研究開発 

販売 

研究開発 
314 4 

15 

(4)
56 390 63 

横浜営業所 

（横浜市南区） 
販売 販売 － － 

－ 

[0]
0 0 3 

札幌営業所 

（札幌市白石区） 
販売 販売・調色 4 2 

10 

(1)
2 20 5 

名古屋営業所 

（名古屋市中川区） 
販売 販売・調色 93 4 

30 

(4)
3 131 18 

岡山営業所 

（岡山県岡山市） 
販売 販売 66 2 

－ 

[4]
31 100 9 

広島営業所 

（広島市中区） 
販売 販売 － － 

－ 

[0]
0 0 3 

福岡営業所 

（福岡県糟屋郡新宮町） 
販売 販売 71 3 

17 

(10)
31 123 10 

枚方サービスセンター 

（大阪府枚方市） 
販売 販売・調色 60 3 

11 

(2)
1 77 3 

 



 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及び建設仮勘定であります。なお、金額には消費税等は、含ん

でおりません。 

２．子会社の設備は、資産の額が少額で生産能力においても重要性がないため、記載を省略いたしました。 

３．貸与中の土地1,050百万円（31千㎡）、建物614百万円を含んでおります。 

４．土地及び建物の一部を賃借しております。年間賃借料は、81百万円であります。賃借しております土地の面

積については、[ ]で外書きしております。 

５．現在休止中の主要な設備はありません。 

６．賃貸不動産は、投資不動産として、連結貸借対照表においては、投資その他の資産の「その他」に含まれて

おります。 

７．上記の他、主要なリース設備として以下のものがあります。 

提出会社 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 当連結会計年度末現在における重要な設備の新設計画は次のとおりであります。 

重要な設備の新設 

 （注）１．販売・研修設備のため生産能力はありません。 

２．設備の更新のため生産能力に変動はありません。 

３．上記金額は、消費税等を含んでおりません。 

事業所名 
（所在地） 

主たる業務の
内容 

設備の内容 

帳簿価額（百万円） 
従業 
員数 
(人) 

建物及び構
築物 

機械装置及
び運搬具 

土地 
(面積千㎡) 

その他 合計 

福崎サービスセンター 

（兵庫県神埼郡福崎町） 
販売 販売 － 0 

－ 

[2]
0 0 6 

千葉倉庫 

（千葉市花見川区） 
製品管理 倉庫 6 0 

56 

(6)
0 63 － 

賃貸不動産 

（兵庫県西宮市） 
賃貸不動産 貸店舗 11 － 

75 

(1)
－ 87 － 

賃貸不動産 

（大阪市北区） 
賃貸不動産 貸事務所 42 － 

101 

(0)
－ 143 － 

賃貸不動産 

（岡山県倉敷市） 
賃貸不動産 貸土地 － － 

103 

(2)
－ 103 － 

福利厚生施設 

（各所） 

製造 

販売 

研究開発 

社宅・独身

寮・山荘 
201 － 

323 

(19)

[1]

－ 524 － 

その他 

（各所） 

製造 

販売 

サービスセン

ター用地他 
86 0 

1,504 

(36)
2 1,593 － 

事業所名 
（所在地） 

事業部門 設備の内容 リース料 

本社及び大阪工場 

（大阪市西淀川区） 

製造 

販売 

製品管理 

コンピューター

システム 
年間61百万円 

会社名 

事業所名 
所在地 設備の内容 

投資予定金額 

資金調達方

法 

着手及び完了予定年月 

完成後の増

加能力 総額 

(百万円) 

既支払額 

(百万円) 
着手 完了 

ロックペイント㈱ 

福岡営業所 

福岡県 

 糟屋郡新宮町 
研修 132 30 自己資金 

平成18年 

２月 

平成18年  

５月 
（注）１ 

ロックペイント㈱ 

西関東営業所 

神奈川県 

 相模原市 
販売・研修 413 － 自己資金 

平成18年  

３月 

平成18年 

９月  
（注）１  

ロックペイント㈱  

明石営業所  

兵庫県 

 明石市 
販売  304 － 自己資金  

平成18年 

３月 

平成18年 

９月  
（注）１   

ロックペイント㈱   

伊賀上野工場  

三重県  

 伊賀市 
樹脂製造  122 － 自己資金  

平成18年  

４月  

平成18年  

７月 
（注）２  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 有償 

株主割当  １：１  11,000,000株 

発行価格           50円 

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式2,612,702株は、「個人その他」に2,612単元、「単元未満株式の状況」に702株を含めて記載

しております。 

２．「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が、５単元含まれております。 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 88,000,000 

計 88,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 
(平成18年３月31日) 

提出日現在発行数（株） 
(平成18年６月30日) 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 22,000,000 22,000,000 
大阪証券取引所 

市場第二部 
－ 

計 22,000,000 22,000,000 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（千株） 

発行済株式総
数残高 
（千株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額(百万円) 

資本準備金残
高（百万円） 

昭和49年４月１日 11,000 22,000 550 1,100 － 530 

  平成18年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 8 4 188 2 － 923 1,125 － 

所有株式数 

（単元） 
－ 153 6 12,564 270 － 8,934 21,927 73,000 

所有株式数の

割合（％） 
－ 0.70 0.03 57.30 1.23 － 40.74 100.00 － 



(5）【大株主の状況】 

  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が5,000株含まれております。ま

た、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数５個が含まれておりません。 

②【自己株式等】 

  平成18年３月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

辻不動産株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 7,359 33.45 

ロックペイント株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 2,612 11.87 

ケミコ株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 1,985 9.02 

辻 信一郎 兵庫県西宮市 1,456 6.61 

ワブコ株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 501 2.28 

名出 草苑子 兵庫県西宮市 396 1.80 

松井 朋子 兵庫県西宮市 368 1.67 

ロック商事株式会社 大阪市西淀川区姫島３丁目１番47号 356 1.61 

旭化成ケミカルズ株式会社 東京都千代田区有楽町１丁目１番２号 240 1.09 

辻 恵美子 兵庫県西宮市 200 0.90 

計 － 15,476 70.35 

  平成18年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  2,612,000  － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  19,315,000 19,310 － 

単元未満株式 普通株式    73,000  － － 

発行済株式総数 22,000,000 － － 

総株主の議決権 － 19,310 － 

  平成18年３月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義所有
株式数（株） 

他人名義所有
株式数（株） 

所有株式数の
合計（株） 

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合 

（％） 

ロックペイント株式会社 
大阪市西淀川区姫島

３丁目１番47号 
2,612,000 － 2,612,000 11.87 

計 － 2,612,000 － 2,612,000 11.87 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】 普通株式 

イ【定時総会決議による自己株式の取得状況】 

該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

該当事項はありません。 

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

ニ【取得自己株式の処理状況】 

ホ【自己株式の保有状況】 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

該当事項はありません。 

（注）「当会社は、会社法165条第２項の規定により、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得

できる。」旨を定款に定めております。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社は、株主への利益還元を最重要政策の一つとして考えており、昭和27年の会社設立以来、年間の１株当たりの

普通配当金15円を安定配当として実施してまいりました。当期より増配を実施し、年間の１株当たりの普通配当金を

  平成18年６月29日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 

（平成17年６月29日決議） 
600,000 600,000,000 

前決議期間における取得自己株式 600,000 540,600,000 

残存決議株式数及び価額の総額 － 59,400,000 

未行使割合（％） － 9.9 

  平成18年６月29日現在

区分 
処分、消却又は移転株式数 

（株） 
処分価額の総額（円） 

新株発行に関する手続きを準用する処分を行った取得自

己株式 
－ － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － 

合併、株式交換、会社分割に係る取得自己株式の移転 － － 

  平成18年６月29日現在

区分 株式数（株） 

保有自己株式数 2,613,202 



20円とし、更なる株主重視の基本方針を堅持してまいる所存であります。 

 当期の配当につきましては、１株当たり20円（うち中間配当10円）を実施することを決定しました。この結果、当

期の配当性向は50.2％となりました。 

 内部留保金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、販売・製造・技術開発の体制強化のた

めに有効投資してまいりたいと考えております。 

 なお、第54期の中間配当についての取締役会決議は、平成17年11月８日に行っております。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、大阪証券取引所（市場第二部）におけるものであります。 

回次 第50期 第51期 第52期 第53期 第54期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 868 850 820 930 1,280 

最低（円） 675 630 639 700 880 

月別 平成17年10月 平成17年11月 平成17年12月 平成18年１月 平成18年２月 平成18年３月 

最高（円） 980 1,020 1,270 1,280 1,198 1,160 

最低（円） 940 960 1,000 1,050 1,130 1,060 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

取締役社長 

(代表取締役) 

  辻 信一郎 昭和９年４月８日生 昭和32年３月 当社入社 

昭和32年９月 米国マサチュセッツ工科大学（Ｍ

ＩＴ）留学 

昭和34年６月 同大学院卒業 帰朝 当社技師と

なる 

昭和41年５月 当社取締役就任 

昭和49年５月 当社代表取締役副社長就任 

昭和51年６月 当社代表取締役社長就任（現任） 

昭和59年５月 関東ロックペイント㈱代表取締役

就任（現任） 

平成６年５月 ロック商事㈱代表取締役就任（現

任） 

平成６年５月 ケミコ(株)代表取締役就任（現

任） 

平成11年７月 バルスパーロック㈱代表取締役就

任（現任） 

平成16年５月 九州ロックペイント㈱代表取締役

就任（現任） 

平成16年５月 ピーアイエー㈱代表取締役就任

（現任） 

1,456 

取締役副社長 

(代表取締役) 

  内海 東吾 昭和35年６月21日生 昭和58年４月 三井物産株式会社入社 

平成11年10月 同社化成品部産業原料 第一室マネ

ージャー 

平成15年６月 当社入社 東京営業部長 

平成15年６月 当社取締役就任 営業担当 

平成16年６月 当社代表取締役副社長就任 （現

任） 

103 

専務取締役 営業（工業用）

担当 

原 富士郎 昭和16年２月21日生 昭和38年４月 三井物産株式会社入社 

平成６年12月 同社岡山支店長 

平成９年12月 同社参与 

平成10年４月 当社入社 

平成10年６月 当社取締役就任 

平成12年６月 当社常務取締役就任 営業（東日

本）担当 

平成18年６月 当社専務取締役就任 営業（工業

用）担当（現任）  

4 

取締役 経理担当 小池 義郎 昭和19年８月30日生 昭和43年４月 当社入社 

平成４年４月 当社経理課長 

平成12年６月 当社取締役就任 経理担当（現

任） 

1 

取締役 総務・購買担当 宇野 壽一 昭和21年７月29日生 昭和44年４月 当社入社 

平成９年12月 当社営業部次長 

平成12年６月 当社取締役就任 営業（西日本）

担当 

平成18年６月 総務・購買担当（現任） 

3 

取締役 営業（車両用）

担当 

池谷 裕司 昭和31年３月４日生 昭和54年４月 当社入社 

平成16年２月 当社営業部長兼海外部長 

平成18年６月 当社取締役就任 営業（車両用）

担当（現任）  

1 

取締役 営業（建築用・

家庭用）担当 

池西  実 昭和34年８月24日生 平成７年12月 当社入社 

平成18年４月 当社営業部長 

平成18年６月 当社取締役就任 営業（建築用・

車両用）担当（現任） 

1 

取締役 製造・品質管理

担当 

善 敬一郎 昭和36年１月４日生 昭和59年４月 当社入社 

平成17年２月 当社技術部次長 

平成18年４月 当社品質保証部長兼任 

平成18年６月 当社取締役就任 製造・品質管理

担当（現任） 

3 

 



 （注）１．監査役 小深田 雅夫、監査役 池田 健二及び監査役 巽 貞男は、会社法第２条第16号に定める社外監

査役であります。 

２．取締役副社長 内海 東吾は、取締役社長 辻 信一郎の長女の配偶者であります。 

３．所有株式数は千株未満を切り捨てて記載しております。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（千株） 

常勤監査役   野田  勲 昭和８年６月２日生 昭和31年４月 当社入社 

昭和51年７月 当社営業課長 

昭和57年８月 当社大阪工場長 

昭和59年６月 当社取締役就任 大阪工場長 

平成６年６月 当社監査役就任（現任） 

10 

監査役   小深田 雅夫 昭和５年３月３日生 昭和22年３月 大蔵省国税庁入庁 

昭和46年３月 税理士資格取得 

昭和60年７月 西淀川税務署長 

昭和62年７月 大蔵省国税庁退官 

昭和62年８月 小深田税理士事務所開設（現任） 

平成６年６月 当社監査役就任（現任） 

5 

監査役   池田 健二 昭和14年４月４日生 昭和33年４月 大阪国税局入局 

昭和53年12月 税理士資格取得 

平成８年７月 尼崎税務署長 

平成９年７月 大阪国税局退官 

平成９年10月 池田健二税理士事務所開設（現

任） 

平成12年６月 当社監査役就任（現任） 

5 

監査役   巽  貞男 昭和４年４月１日生 昭和42年４月 司法試験合格 

昭和45年４月 弁護士登録 巽 貞男法律事務所

開設（現任） 

平成８年３月 羽曳野簡易裁判所調停委員就任

（現任） 

平成15年６月 当社監査役就任（現任） 

1 

        計 1,593 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

（基本的な考え方） 

 コーポレート・ガバナンスが有効に機能することが求められるなか、当社は従来から少数の取締役による迅速な意

思決定と取締役会の活性化を目指し、取締役相互の経営監視とコンプライアンスの徹底を図ってまいりました。今後

も、経営の透明性と効率性を高めることにより、株主、顧客、取引先、従業員等のステークホルダーに対して、調和

のとれた対応をとりながら、更に企業競争力の強化を図り、また、経営の公正さを高めるために積極的、迅速な情報

開示に努めてまいる所存です。 

(1）会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社の取締役会は、平成18年６月29日現在８名の取締役からなり、社外取締役はおりません。取締役会は、法定の

開催回数よりも多く随時開催しており、経営計画の進捗状況の報告を行い、法令等で定められた事項や経営に係る重

要事項の審議を行い決定しております。 

 また当社は、監査役制度を採用しております。監査役は４名で、うち１名は常勤監査役であります。非常勤監査役

の２名は税理士、１名は弁護士で、その３名は社外監査役であります。監査役は、取締役会やその他重要会議に出席

し、必要に応じて意見を述べるほか、重要文書の閲覧や職務執行状況の聴取等を行い、会社業務全般にわたり取締役

の業務執行について、適法性、妥当性を監査しております。また社外監査役と当社との取引等の利害関係はありませ

ん。 

 法務関係では、顧問契約を結んでいる弁護士より、適宜、法律や法務のアドバイスを受けております。 

内部監査については、社長の指示に基づき、総務・経理課を中心に必要部署から選出された人員でチームを組み監

査役と連携し全部門を対象に業務監査を実施しており、監査結果は社長、監査役に報告しております。 

会計監査については、商法及び証券取引法に基づき、有恒監査法人と監査契約を締結し会計監査を受けており、業

務を執行した公認会計士は、代表社員 業務執行社員 佐野 聰雄（監査継続年数 17年）、代表社員 業務執行社

員 辻村 弘睦（監査継続年数 11年）の２名であります。また、当事業年度の会計監査業務に係る補助者は公認会

計士１名、その他１名であります。 

(2）リスク管理体制の整備の状況 

 リスクファクターには、当社の有する経営資源や当社を取り巻く経営環境等の様々な要因がありますが、当社で

は、法令・企業倫理遵守を徹底し、塗料製造業特有のリスクに対して取締役や監査役そして業務執行担当の相互間の

監視や連絡、指摘を頻繁に行い、さらに従業員管理担当者を含めた製造・営業・物流・労務・経理・債権管理・ＩＴ

システム等、種々の委員会や連絡会を設け、個別に、また相互に討議・連絡・報告を行い、生じ得るリスクに備えて

活動しております。また、全従業員に対し、関連法令や各種規定等の周知徹底を図り、コンプライアンスに係る体制

の整備を図っております。 

(3）役員報酬の内容 

 当事業年度における当社の取締役及び監査役に対する役員報酬は、次のとおりです。 

(4）監査報酬の内容 

 当事業年度における当社が有恒監査法人と締結した監査契約に基づく監査証明に係る報酬の内容は次のとおりで

す。 

取締役に支払った報酬 125百万円 

監査役に支払った報酬 9百万円 

計 134百万円 

公認会計士法第２条第１項に

規定する業務に基づく報酬 
13百万円 

上記以外の報酬等の額 －百万円 



第５【経理の状況】 

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。

以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のた

だし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、前事業年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日まで）については、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令第５号）附則第２項のただし

書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年４月１日から平成17年３月31日ま

で）及び当連結会計年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の連結財務諸表並びに前事業年度（平成16

年４月１日から平成17年３月31日まで）及び当事業年度（平成17年４月１日から平成18年３月31日まで）の財務諸表

について、有恒監査法人により監査を受けております。 



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  5,268 4,989 

２．受取手形及び売掛金  5,366 5,391 

３．たな卸資産  4,555 4,856 

４．繰延税金資産  128 131 

５．その他  599 558 

貸倒引当金  △ 3 △ 3 

流動資産合計  15,913 44.5 15,923 44.4

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物及び構築物  14,579 14,689   

減価償却累計額  9,008 5,570 9,346 5,342 

２．機械装置及び運搬具  13,067 13,364   

減価償却累計額  11,149 1,917 11,378 1,986 

３．土地  7,455 7,598 

４．建設仮勘定  5 37 

５．その他  1,979 2,078   

減価償却累計額  1,728 251 1,770 308 

有形固定資産合計  15,200 42.5 15,274 42.6

(2）無形固定資産    

１．ソフトウェア  66 55 

２．その他  95 93 

無形固定資産合計  162 0.4 148 0.4

     
 



   
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券 ※１ 2,570 3,309 

２．長期貸付金  283 246 

３．繰延税金資産  312 － 

４．その他  1,391 1,013 

貸倒引当金  △ 49 △ 52 

投資その他の資産合計  4,508 12.6 4,516 12.6

固定資産合計  19,872 55.5 19,939 55.6

資産合計  35,786 100.0 35,862 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金  1,919 1,771 

２．未払法人税等  318 289 

３．賞与引当金  244 236 

４．その他  1,097 1,059 

流動負債合計  3,579 10.0 3,356 9.4

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金  1,732 1,658 

２．繰延税金負債  － 4 

固定負債合計  1,732 4.9 1,663 4.6

負債合計  5,311 14.9 5,020 14.0

     

（少数株主持分）    

少数株主持分  300 0.8 283 0.8

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※２ 1,100 3.0 1,100 3.0

Ⅱ 資本剰余金  530 1.5 530 1.5

Ⅲ 利益剰余金  29,872 83.5 30,063 83.8

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 529 1.5 991 2.8

Ⅴ 自己株式 ※３ △ 1,858 △ 5.2 △ 2,126 △ 5.9

資本合計  30,173 84.3 30,558 85.2

負債、少数株主持分及び
資本合計 

 35,786 100.0 35,862 100.0 

     



②【連結損益計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  25,208 100.0 25,401 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※２ 20,077 79.7 20,922 82.3

売上総利益  5,131 20.3 4,479 17.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2 3,787 15.0 4,025 15.9

営業利益  1,343 5.3 453 1.8

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  11 9   

２．受取配当金  41 31   

３．受取賃貸料  140 174   

４．受取人件費  19 89   

５．持分法による投資利益  － 14   

６．その他  36 249 1.0 57 376 1.5

Ⅴ 営業外費用    

１．売上割引  35 34   

２．持分法による投資損失  3 －   

３．その他  17 56 0.2 17 52 0.2

経常利益  1,537 6.1 777 3.1

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  328 709   

２．ゴルフ会員権売却益  10 －   

３．貸倒引当金戻入額  5 －   

４．その他  0 344 1.3 － 709 2.8

     
 



   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ 0 0   

２. たな卸資産廃棄損   － 31   

３．固定資産除却損 ※４ 2 18   

４．減損損失 ※６  － 178   

５．役員退職慰労金  369 －   

６．ゴルフ会員権評価損 ※５ 35 －   

７．貸倒引当金繰入額  － 18   

８．その他  － 407 1.6 2 249 1.0

税金等調整前当期純利
益 

 1,473 5.8 1,237 4.9

法人税、住民税及び事
業税 

 608 636   

法人税等調整額  △ 1 606 2.4 △ 31 604 2.4

少数株主利益（控除）  77 0.3 94 0.4

当期純利益  789 3.1 538 2.1

     



③【連結剰余金計算書】 

   
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

（資本剰余金の部）   

Ⅰ 資本剰余金期首残高  530  530

Ⅱ 資本剰余金期末残高  530  530

    

（利益剰余金の部）   

Ⅰ 利益剰余金期首残高  29,376  29,872

Ⅱ 利益剰余金増加高   

１．当期純利益  789 789 538 538

Ⅲ 利益剰余金減少高   

１．配当金  264 322 

２．役員賞与  28 293 24 347

Ⅳ 利益剰余金期末残高  29,872  30,063

    



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 1,473 1,237 

減価償却費 910 866 

減損損失 － 178 

退職給付引当金の増減額 （減少：△） △ 5  △ 5 

貸倒引当金の増減額   （減少：△） △ 10      2 

賞与引当金の増減額   （減少：△） 7 20 

受取利息及び受取配当金 △ 52 △ 40 

持分法による投資損益  （利益：△） 3 △ 14 

その他流動資産の増減額 （増加：△） △ 25 △ 84 

投資有価証券売却益 △ 328 △ 709 

有形固定資産売却益 △ 0 － 

有形固定資産売却損 0 0 

有形固定資産除却損 2 11 

ゴルフ会員権売却益 △ 10 － 

ゴルフ会員権評価損 35 － 

役員賞与の支払額 △ 31 △ 27 

売上債権の増減額    （増加：△） △ 75 △ 62 

たな卸資産の増減額   （増加：△） △ 437 △ 300 

仕入債務の増減額    （減少：△） 135 △ 147 

未払消費税等の増減額  （減少：△） △ 21 △ 38 

その他流動負債の増減額 （減少：△） 39 △ 28 

その他 0 62 

小計 1,609 918 

利息及び配当金の受取額 52 40 

法人税等の支払額 △ 712 △ 657 

営業活動によるキャッシュ・フロー 950 301 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △ 30 △ 80 

定期預金の払出による収入 4 10 

有形固定資産の取得による支出 △ 1,237 △ 1,081 

有形固定資産の売却による収入 0 0 

投資有価証券の取得による支出 △ 91 △ 89 

投資有価証券の売却による収入 512 689 

連結範囲の変更を伴う子会社株式の売却に
よる収入 

－ 407 

ゴルフ会員権の売却による収入 11 － 

貸付による支出 △ 290 △ 8 

貸付金の回収による収入 146 69 

その他の投資による支出 △ 65 △ 141 

その他の投資による収入 25 458 

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,013 234 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の取得による支出 △ 1 △ 543 

配当金の支払額 △ 264 △ 322 

少数株主への配当金の支払額 △ 78 △ 18 

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 345 △ 884 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 － － 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 408 △ 349 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 5,646 5,238 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ※ 5,238 4,889 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数    ４社 

連結子会社の名称 

 ロック商事㈱ 

 ケミコ㈱ 

 関東ロックペイント㈱ 

 九州ロックペイント㈱ 

(1）連結子会社の数    ３社 

連結子会社の名称 

 ロック商事㈱ 

 関東ロックペイント㈱ 

 九州ロックペイント㈱ 

  (2）非連結子会社の名称等 

 ピーアイエー㈱ 

 ロックペイントタイランド㈱ 

 長崎セルフペイント㈱ 

(2）非連結子会社の名称等 

 ロックペイントタイランド㈱ 

 長崎セルフペイント㈱ 

  （連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、総資産、売上高、当期純損益（持分

に見合う額）及び利益剰余金（持分に見

合う額）等は、いずれも連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであり

ます。また、ロックペイントタイランド

(株)につきましては、休眠中の会社であ

ります。 

（連結の範囲から除いた理由） 

 非連結子会社は、いずれも小規模であ

り、合計の総資産、売上高、当期純損益

（持分に見合う額）及び利益剰余金（持

分に見合う額）等は、いずれも連結財務

諸表に重要な影響を及ぼしていないため

であります。また、ロックペイントタイ

ランド(株)につきましては、休眠中の会

社であります。 

    連結子会社であったケミコ㈱及び非連

結子会社であったピーアイエー㈱の株式

を売却したため各々連結子会社及び非連

結子会社から除外しております。また、

ケミコ㈱については、売却時までの損益

を連結損益計算書に反映させておりま

す。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法適用の関連会社数  １社 

持分法適用会社の名称 

 バルスパーロック㈱ 

(1）持分法適用の関連会社数  １社 

持分法適用会社の名称 

同左 

  (2）持分法を適用していない非連結子会

社（ピーアイエー㈱、ロックペイント

タイランド㈱及び長崎セルフペイント

㈱）は、それぞれ純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため持

分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

(2）持分法を適用していない非連結子会

社（ロックペイントタイランド㈱及び

長崎セルフペイント㈱）は、当期純損

益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて、持分

法の対象から除いても連結財務諸表に

及ぼす影響が軽微であり、かつ、全体

としても重要性がないため持分法の適

用範囲から除外しております。 

  (3）持分法適用会社の決算日は、連結決

算日と異なっておりますが、これにつ

きましては、持分法適用会社の事業年

度に係る財務諸表を使用しておりま

す。 

(3）      同左 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 全ての連結子会社の事業年度の末日

は、連結決算日と一致しております。 

同左 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事

項 
    

(1）重要な資産の評価基準

及び評価方法 

イ 有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本直

入法により計算し、売却原価は移

動平均法により算定）を採用して

おります。 

イ 有価証券 

(イ）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

  ロ たな卸資産 

製品・商品・仕掛品・原材料・貯蔵

品 

 総平均法による原価法 

ロ たな卸資産 

製品・商品・仕掛品・原材料・貯蔵

品 

同左 

(2）重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

イ 有形固定資産 

 定率法を採用しております。 

 ただし、平成10年４月１日以降に取

得した建物（付属設備を除く）は定額

法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物     ７～40年 

機械装置及び車両運搬具 ４～15年 

イ 有形固定資産 

同左 

  ロ 無形固定資産 

 定額法を採用しています。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

ロ 無形固定資産 

同左 

(3）重要な引当金の計上基

準 

イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

ロ 賞与引当金 

同左 

 



  
前連結会計年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため当連

結会計年度末における退職給付債務及

び年金資産の見込額に基づき計上して

おります。 

 過去勤務債務は、その発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により翌連結

会計年度から費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数（５年）に

よる定額法により按分した額をそれぞ

れ発生の翌連結会計年度から費用処理

することとしております。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処

理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

(5）その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。 

消費税等の会計処理 

同左 

５．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について、連結会計年度中に確定し

た利益処分に基づいて作成しておりま

す。 

同左 

６．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範囲 

 手許現金及び要求払い預金のほか、取

得日から３ヶ月以内に満期の到来する定

期預金を計上しております。 

同左 



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

──────  （固定資産の減損に係る会計基準） 

    当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適

用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しております。

これにより税金等調整前当期純利益は178百万円減少して

おります。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務諸

表規則に基づき資産の金額から直接控除しております。 



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

※１ 非連結子会社及び関連会社に対するものは、次の

とおりであります。 

投資有価証券（株式） 193百万円 投資有価証券（株式）    209百万円

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式22,000,000株

であります。 

※２ 当社の発行済株式総数は、普通株式22,000,000株

であります。 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

2,594,301株であります。 

※３ 連結会社が保有する自己株式の数は、普通株式 

2,698,171株であります。 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。 

給与・賞与・手当 1,175百万円

荷造運搬費 380 〃 

広告宣伝費 289 〃 

賞与引当金繰入額 96 〃 

退職給付費用 43 〃 

給与・賞与・手当      1,265百万円

荷造運搬費 337 〃 

広告宣伝費 384 〃 

賞与引当金繰入額 103 〃 

退職給付費用 36 〃 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

※２ 一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

  432百万円     448百万円

※３ 固定資産売却損の明細は次のとおりです。 ※３ 固定資産売却損の明細は次のとおりです。 

車両運搬具 0百万円 車両運搬具  0百万円

※４ 固定資産除却損の明細は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の明細は次のとおりであります。 

建物及び構築物 0百万円

機械装置及び車両運搬具 1 〃 

工具器具備品 1 〃 

計 2 〃 

建物及び構築物  5百万円

機械装置及び車両運搬具 11 〃 

工具器具備品 1 〃 

計 18 〃 

※５ ゴルフ会員権評価損の明細は次のとおりでありま

す。 

───── 

貸倒引当金繰入額 35百万円  

 



前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

───── ※６ 当社グループは塗料事業に使用している固定資産

については、全ての資産が一体になってキャッシ

ュ・フローを生成していることから、全体を１つの

資産グループとし、その塗料事業グループと投資不

動産グループ及び遊休資産グループの３つにグルー

ピングしております。 

 当連結会計年度において遊休資産について減損損

失を計上しました。主なものは、下記のとおりで

す。 

 遊休資産（土地）については、地価が帳簿価額に

対して著しく下落しているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（178百万

円）として特別損失に計上しております。  

 なお、遊休地は正味売却価額により測定してお

り、固定資産税評価額を基準に算定した時価により

評価しております。 

場所 用途 種類 

 北海道石狩市  遊休地  土地 

 青森県青森市  遊休地  土地 



（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成17年３月31日現在） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係 

（平成18年３月31日現在） 

  （百万円）

現金及び預金勘定 5,268 

預入期間が３か月を超える定期

預金 
△ 30 

現金及び現金同等物 5,238 

  （百万円）

現金及び預金勘定 4,989 

預入期間が３か月を超える定期

預金 
 △ 100 

現金及び現金同等物 4,889 

───── ※ 当連結会計年度に株式の売却により連結子会社でな

くなった会社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の売却によりケミコ㈱が連結子会社でなくなっ

たことに伴う売却時の資産及び負債の内訳並びにケミ

コ㈱株式の売却価額と売却による収入は次のとおりで

あります。  

  （百万円） 

 流動資産 196 

 固定資産 1,130 

 流動負債  △ 47 

 固定負債  △ 68 

 少数株主持分  △ 906 

 株式売却益 154 

 ケミコ㈱株式の売却価額 460 

 ケミコ㈱現金及び現金同等物  △ 52 

 差引：売却による収入 407 



 （リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具・器具・
備品 

230 195 34

ソフトウェア 143 115 28

合計 374 311 62

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具・器具・
備品 

230 230 0

ソフトウェア 143 137 6

合計 374 368 6

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しています。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

未経過リース料期末残高相当額 

１年内 56百万円

１年超 6百万円

合計 62百万円

１年内   1百万円

１年超  4百万円

合計   6百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定していま

す。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 74百万円

支払リース料   56百万円

減価償却費相当額   56百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定

額法によっています。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について）  

 リース資産に配分された減損損失はありません。 



（有価証券関係） 

前連結会計年度（平成17年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 該当するものはありません。 

 （注） 当社グループは、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した

場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行うこととしております。なお、当連結会計年度においては、

該当するその他有価証券はありませんでしたので、投資有価証券の評価損は、計上しておりませ

ん。 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 1,135 2,058 923 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,135 2,058 923 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 173 146 △ 26 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 173 146 △ 26 

合計 1,308 2,205 897 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額 

512 328 － 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式（店頭売買株式は除く） 171 



当連結会計年度（平成18年３月31日） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

２．当連結会計年度に売却したその他有価証券 

３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 該当するものはありません。 

 （注） 当社グループは、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した

場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と

認められた額について減損処理を行うこととしております。なお、当連結会計年度においては、

該当するその他有価証券はありませんでしたので、投資有価証券の評価損は、計上しておりませ

ん。 

（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当社グループは、デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  種類 
取得原価 
（百万円） 

連結貸借対照表計
上額（百万円） 

差額 
（百万円） 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えるもの 

(1）株式 1,241 2,911 1,670 

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 1,241 2,911 1,670 

連結貸借対照表計上額が

取得原価を超えないもの 

(1）株式 － － －  

(2）債券 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 － － －  

合計 1,241 2,911 1,670 

売却額（百万円） 売却益の合計額（百万円） 売却損の合計額 

624 493 1 

  連結貸借対照表計上額（百万円） 

(1）その他有価証券   

非上場株式 189 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。また、連結子会

社については、退職一時金制度のみ設けております。なお、適格退職年金制度は、昭和39年５月から設けてお

ります。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 全ての連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

 （注） 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は、「イ．勤務費用」に計上しております。 

    
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
（百万円） 

当連結会計年度 
（平成18年３月31日） 

（百万円） 

  イ．退職給付債務 △ 1,679 △ 1,726    

  ロ．年金資産 73 95   

  ハ．未積立退職給付債務（イ＋ロ） △ 1,605  △ 1,631   

  ニ．会計基準変更時差異の未処理額 － －   

  ホ．未認識数理計算上の差異 25 86   

  ヘ．未認識過去勤務債務（債務の減額） △ 151  △ 113   

  ト．連結貸借対照表計上額純額（ハ＋ニ＋ホ＋ヘ） △ 1,732  △ 1,658   

  チ．前払年金費用 － －  

  リ．退職給付引当金（ト－チ） △ 1,732  △ 1,658    

     

    

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

（百万円） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

（百万円） 

  イ．勤務費用（注） 90 84   

  ロ．利息費用 37 36   

  ハ．期待運用収益 △ 2  △ 2   

  ニ．会計基準変更時差異の費用処理額 － －   

  ホ．数理計算上の差異の費用処理額 16 12   

  ヘ．過去勤務債務の費用処理額 △ 37  △ 37   

  ト．退職給付費用（イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋へ） 103 93   

     



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  
前連結会計年度 

（平成17年３月31日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月31日） 

イ．割引率（％） 2.5 2.0 

ロ．期待運用収益率（％） 3.0 3.0 

ハ．退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

ニ．過去勤務債務の処理年数 ５  ５ 

ホ．数理計算上の差異の処理年数（年） ５ 

定額法により翌連結会計年度か

ら費用処理 

 ５ 

定額法により翌連結会計年度か

ら費用処理 

へ．会計基準変更時差異の処理年数 － － 



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (単位：百万円)

 前連結会計年度 

 (平成17年３月31日)

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超

過額 

 
8 

賞与引当金損金算入限度超

過額 

 
99 

未払事業税否認  21 

退職給付引当金損金算入限

度超過額 

 
666 

その他  9 

繰延税金資産合計  806 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △ 364 

繰延税金負債合計  △ 364 

繰延税金資産の純額  441 

 (単位：百万円)

 当連結会計年度 

 (平成18年３月31日)

繰延税金資産   

貸倒引当金損金算入限度超

過額 

 
2 

賞与引当金損金算入限度超

過額 

 
96 

未払事業税否認  30 

退職給付引当金損金算入限

度超過額 

 
668 

その他  7 

繰延税金資産合計  805 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △ 678  

繰延税金負債合計   △ 678  

繰延税金資産の純額  126 

 （注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

 （注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 128 

固定資産－繰延税金資産 312 

流動資産－繰延税金資産 131 

固定資産－繰延税金資産 673 

固定負債－繰延税金負債 678 

（相殺後）   

固定資産－繰延税金資産 － 

固定負債－繰延税金負債  4 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 (単位：％)

 前連結会計年度 

 (平成17年３月31日)

法定実効税率  40.6 

（調整）   

連結消去による影響額  1.8 

   

交際費等永久に損金算入さ

れない項目 

 
2.1 

受取配当金等永久に益金算

入されない項目 

 
△ 0.6 

住民税均等割等  1.4 

その他  △ 4.1 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

 
41.2 

 (単位：％)

 当連結会計年度 

 (平成18年３月31日)

法定実効税率  40.6 

（調整）   

連結消去による影響額  9.6 

   

交際費等永久に損金算入さ

れない項目 

 
2.6 

受取配当金等永久に益金算

入されない項目 

 
 △ 7.1 

住民税均等割等  1.6 

減損損失  5.8 

その他  △ 4.3  

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

 
48.8 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 当連結グループは、主に塗料の製造・販売並びにこれらの付随業務を行っており、塗料の製造販売事業の売

上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の

合計額に占める割合が、いずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 当連結グループは、主に塗料の製造・販売並びにこれらの付随業務を行っており、塗料の製造販売事業の売

上高、営業利益及び資産の金額は、全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の

合計額に占める割合が、いずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりま

す。 

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の合計は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合が、いずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 本邦の売上高及び資産の合計は、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の金額の合計額に占

める割合が、いずれも90％超であるため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

 海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため、海外売上高の記載を省略しております。 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．本社工場の土地及び社宅に係るものであり、路線価格を基礎に勘案し決定しております。 

２．上記取引金額には消費税等は含まれておりません。 

当連結会計年度（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日） 

(1）役員及び個人主要株主等 

 （注）１．本社工場の土地及び社宅に係るものであり、路線価格を基礎に勘案し決定しております。 

２．上記取引金額には消費税等は含まれておりません。 

属性 氏名 住所 資本金 
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員 辻 信一郎 － － 

当社 

代表取締役

社長 

（被所有） 

直接7.3％ 
－ － 土地の賃借 11 賃借料 － 

役員 内海 東吾 － － 

当社 

代表取締役

副社長 

（被所有） 

直接0.5％ 
－ － 社宅の賃借 2 賃借料 － 

役員 辻 恵美子 － － 当社取締役 
（被所有） 

直接1.0％ 
－ － 社宅の賃借  6 賃借料 － 

役員の

近親者 
辻  幸二 － － 

ワブコ㈱ 

取締役社長 

（被所有） 

直接0.1％ 
－ － 土地の賃借 4 賃借料 － 

役員の

近親者 
辻   潤 － － 

㈱コスモ 

トレードア

ンドサービ

ス会社員 

（被所有） 

直接0.3％ 
－ － 土地の賃借 3 賃借料 － 

属性 氏名 住所 資本金 
事業の内容
又は職業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(百万円) 

科目 
期末残高 
（百万円）役員の 

兼任等 
事業上 
の関係 

役員 辻 信一郎 － － 

当社 

代表取締役

社長 

（被所有） 

直接7.5％ 
－ － 土地の賃借 11 賃借料 － 

役員 内海 東吾 － － 

当社 

代表取締役

副社長 

（被所有） 

直接0.5％ 
－ － 社宅の賃借 2 賃借料 － 

役員 辻 恵美子 － － 当社取締役 
（被所有） 

直接1.0％ 
－ － 社宅の賃借  7 賃借料 － 

役員の

近親者 
辻  幸二 － － 

ワブコ㈱ 

取締役社長 

（被所有） 

直接0.1％ 
－ － 土地の賃借 4 賃借料 － 

役員の

近親者 
辻   潤 － － 

㈱コスモ 

トレードア

ンドサービ

ス会社員 

（被所有） 

直接0.3％ 
－ － 土地の賃借 3 賃借料 － 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,553.62円

１株当たり当期純利益金額 39.43円

１株当たり純資産額 1,581.94円

１株当たり当期純利益金額 26.60円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前連結会計年度 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 789  538 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 24  24 

（うち利益処分による役員賞与金） (24) (24) 

普通株式に係る当期純利益（百万円） 765  514 

期中平均株式数（千株） 19,407       19,328 

前連結会計年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金  4,816 4,322 

２．受取手形  2,386 2,253 

３．売掛金  2,505 2,762 

４．製品  1,879 1,870 

５．商品  453 385 

６．仕掛品  683 772 

７．原材料  1,155 1,293 

８．貯蔵品  293 446 

９．短期貸付金  56 32 

10．前払費用  5 50 

11．前渡金  4 24 

12．未収入金  32 53 

13．繰延税金資産  105 110 

14．その他  0 0 

貸倒引当金  △ 2 △ 2 

流動資産合計  14,375 42.0 14,377 41.9

Ⅱ 固定資産    

(1）有形固定資産    

１．建物  12,096 12,185   

減価償却累計額  7,104 4,991 7,391 4,794 

２．構築物  2,472 2,503   

減価償却累計額  1,893 578 1,955 547 

３．機械装置  12,685 12,990   

減価償却累計額  10,818 1,866 11,053 1,936 

４．車両運搬具  371 367   

減価償却累計額  324 47 321 45 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

５．工具器具備品  1,970 2,072   

減価償却累計額  1,722 248 1,764 307 

６．土地  7,441 7,594 

７．建設仮勘定  5 37 

有形固定資産合計  15,180 44.4 15,263 44.5

(2）無形固定資産    

１．施設利用権  35 33 

２．電話加入権  19 19 

３．借地権  39 39 

４．ソフトウェア  66 55 

無形固定資産合計  160 0.5 146 0.4

(3）投資その他の資産    

１．投資有価証券  2,373 3,097 

２．関係会社株式  258 252 

３．出資金  16 16 

４．長期貸付金  278 246 

５．従業員に対する長期
貸付金 

 4 3 

６．長期前払費用  37 0 

７．差入保証金  86 207 

８．投資不動産  668 668   

減価償却累計額  331 337 334 334 

９．破産債権等  66 67 

10. 保険積立金  637 182 

11. 繰延税金資産  239 － 

12．その他  199 193 

貸倒引当金  △ 49 △ 52 

投資その他の資産合計  4,485 13.1 4,546 13.2

固定資産合計  19,827 58.0 19,956 58.1

資産合計  34,203 100.0 34,333 100.0 

     
 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金  1,439 1,361 

２．未払金  929 871 

３．未払費用  51 51 

４．未払法人税等  306 206 

５．未払消費税等  29 － 

６．預り金  80 79 

７．前受収益  3 1 

８．賞与引当金  197 203 

流動負債合計  3,037 8.9 2,776 8.1

Ⅱ 固定負債    

退職給付引当金  1,529 1,513 

繰延税金負債   － 58 

固定負債合計  1,529 4.5 1,572 4.6

負債合計  4,566 13.4 4,348 12.7

 



   
前事業年度 

（平成17年３月31日） 
当事業年度 

（平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※１ 1,100 3.2 1,100 3.2

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金  530 530   

資本剰余金合計  530 1.5 530 1.5

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金  275 275   

２．任意積立金    

イ．退職給与積立金  1,537 1,700   

ロ．別途積立金  25,100 25,600   

３．当期未処分利益  2,102 1,873   

利益剰余金合計  29,014 84.8 29,448 85.8

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

 532 1.6 991 2.9

Ⅴ 自己株式 ※２ △ 1,541 △ 4.5 △ 2,084 △ 6.1

資本合計  29,636 86.6 29,985 87.3

負債および資本合計  34,203 100.0 34,333 100.0 

     



②【損益計算書】 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高  23,170 100.0 23,331 100.0 

Ⅱ 売上原価    

１．期首製品商品たな卸高  2,233 2,332   

２．当期製品製造原価 ※７ 15,235 15,855   

３．当期商品仕入高  3,805 3,744   

合計  21,275 21,932   

４．他勘定振替高 ※１ 214 295   

５．期末製品商品たな卸高  2,332 18,727 80.8 2,255 19,380 83.0

売上総利益  4,442 19.2 3,950 17.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,7 3,448 14.9 3,710 16.0

営業利益  993 4.3 240 1.0

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  6 4   

２．受取配当金 ※５ 50 34   

３．受取賃貸料 ※５ 199 201   

４．受取人件費 ※５ 173 187   

５．雑収入  42 472 2.0 61 489 2.1

Ⅴ 営業外費用    

１．減価償却費  3 2   

２．為替差損  0 1   

３．売上割引  35 34   

４．雑損失  14 53 0.2 13 52 0.2

経常利益  1,412 6.1 677 2.9

Ⅵ 特別利益    

１．投資有価証券売却益  328 880   

２．ゴルフ会員権売却益  10 －   

３. 貸倒引当金戻入額   5 344 1.5 － 880 3.8 

     
 



   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

金額（百万円） 
百分比 
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．固定資産売却損 ※３ 0 0   

２．たな卸資産廃棄損   － 31   

３．固定資産除却損 ※４ 2 18   

４．減損損失 ※８ － 177   

５．役員退職慰労金  363 －   

６．ゴルフ会員権評価損 ※６ 35 －   

７．貸倒引当金繰入額   － 18   

８．その他  － 401 1.7 2 248 1.1

税引前当期純利益  1,355 5.9 1,308 5.6

法人税、住民税及び事
業税 

  550 528   

法人税等調整額  △ 7 542 2.4 △ 20 507 2.2

当期純利益  812 3.5 801 3.4

前期繰越利益  1,077 1,266 

退職給与積立金取崩額  363 － 

中間配当額  149 193 

当期未処分利益  2,102 1,873 

     



製造原価明細書 

 （製造原価明細書注記） 

   
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

金額（百万円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 原材料費  11,346 74.3 11,952 75.0

Ⅱ 労務費  1,410 9.2 1,430 9.0

Ⅲ 製造経費 ※２ 2,515 16.5 2,560 16.0

当期総製造費用  15,272 100.0 15,943 100.0 

期首仕掛品たな卸高  647 683 

計  15,919 16,627 

期末仕掛品たな卸高  683 772 

当期製品製造原価  15,235 15,855 

      

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１ 原価計算の方法は、企業会計審議会が設定した原

価計算基準に基づき総合（標準）原価計算法を採っ

ています。 

 標準原価は製造処方をもとに将来の費用予測を加

味して設定し、実際原価と標準原価との間に生ずる

原価差額は期末において法人税法に基づく原価差額

の調整計算を行い、売上原価と期末たな卸高等に配

賦しています。 

１          同左 

※２ 製造経費のうち主なものは次のとおりでありま

す。 

※２ 製造経費のうち主なものは次のとおりでありま

す。 

減価償却費 682百万円

支払加工費 731 

電力費 147 

消耗品費 213 

減価償却費    666百万円

支払加工費 728 

電力費 143 

消耗品費 227 



③【利益処分計算書】 

  
前事業年度 
株主総会承認日 

（平成17年６月29日） 

当事業年度 
株主総会承認日 

（平成18年６月29日） 

区分 
注記
番号 

金額（百万円） 金額（百万円） 

Ⅰ 当期未処分利益  2,102   1,873

Ⅱ 利益処分額    

１．配当金  149 193 

２．役員賞与金  23 23 

（うち監査役賞与金）  ( 2) ( 2)

３．任意積立金    

(1）退職給与積立金  163 － 

(2）別途積立金  500 836 500 717

Ⅲ 次期繰越利益  1,266   1,156

     



重要な会計方針 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．有価証券の評価基準およ

び評価方法 

イ 子会社及び関連会社株式 

……移動平均法による原価法 

イ 子会社及び関連会社株式 

……    同左 

  ロ その他有価証券 

時価のあるもの 

……決算期末日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定） 

ロ その他有価証券 

時価のあるもの 

……    同左 

  時価のないもの 

……移動平均法による原価法 

時価のないもの 

……    同左 

２．たな卸資産の評価方法お

よび評価基準 

製品、商品、仕掛品、原材料および貯蔵

品 

……総平均法による原価法 

製品、商品、仕掛品、原材料および貯蔵

品 

……    同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

イ 有形固定資産 

……定率法（但し、平成10年４月１

日以降に取得した建物（付属設

備を除く）については、定額

法）を採用しています。 

なお、主な耐用年数は以下のと

おりです。 

建物及び構築物 

７～40年 

機械装置及び車両運搬具 

４～15年 

イ 有形固定資産 

……    同左 

  ロ 無形固定資産 

……定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間（５年）に基づいてお

ります。 

ロ 無形固定資産 

……    同左 

  ハ 少額減価償却資産 

……取得価額が10万円以上20万円未

満の資産については、３年均等

償却 

ハ 少額減価償却資産 

……    同左 

  ニ 投資その他の資産のうち、投資不動

産 

……定率法 

ニ 投資その他の資産のうち、投資不動

産 

……    同左 

  ホ 投資その他の資産のうち、長期前払

費用 

……定額法 

ホ 投資その他の資産のうち、長期前払

費用 

……    同左 

 



会計処理方法の変更 

項目 
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

４．引当金の計上基準 イ 貸倒引当金 

 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備

えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債

権については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

イ 貸倒引当金 

同左 

  ロ 賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額を計上して

おります。 

ロ 賞与引当金 

同左 

  ハ 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき計上してお

ります。 

 過去勤務債務は、その発生時におけ

る従業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数（５年）による定額法により

翌事業年度から費用処理することとし

ております。 

 数理計算上の差異は、各事業年度の

発生時における従業員の平均残存勤務

期間以内の一定の年数（５年）による

定額法により按分した額をそれぞれ発

生の翌事業年度から費用処理すること

としております。 

ハ 退職給付引当金 

同左 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．その他財務諸表作成のた

めの重要な事項 

消費税等の会計処理方法は、税抜方式

を採用しております。 

        同左 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日）を適用しており

ます。 

 これにより税引前当期純利益は177百万円減少しており

ます。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき資産の金額から直接控除しております。  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（平成17年３月31日） 

当事業年度 
（平成18年３月31日） 

※１ 会社が発行する株式の種類及び総数 ※１ 会社が発行する株式の種類及び総数 

株式の総数    普通株式 88,000,000株

発行済株式総数  普通株式 22,000,000株

株式の総数    普通株式  88,000,000株

発行済株式総数  普通株式 22,000,000株

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

2,009,839株であります。 

※２ 自己株式 

 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

2,612,702株であります。 

 ３ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は532百万円で

あります。 

 ３ 配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は991百万円で

あります。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 ※１ 他勘定振替高の内訳は次のとおりであります。 

景品等出荷額の販売費勘定へ

の振替高 
200百万円

出荷ロス額の営業外費用勘定

への振替 
14 

計 214 

景品等出荷額の販売費勘定へ

の振替高 
   266百万円

出荷ロス額の営業外費用勘定

への振替 
29 

計 295 

※２ 販売費に属する費用は65.0％、一般管理費に属す

る費用は35.0％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費に属する費用は70.0％、一般管理費に属す

る費用は30.0％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

給与、賞与、手当 899百万円

賞与引当金繰入額 76 

退職給付費用 33 

荷造運搬費 337 

広告宣伝費 285 

接待交際費 74 

販売促進費 238 

減価償却費 185 

公租公課 115 

給与、賞与、手当    963百万円

賞与引当金繰入額 78 

退職給付費用 31 

荷造運搬費 301 

広告宣伝費 368 

接待交際費 76 

販売促進費 315 

減価償却費 194 

公租公課 111 

※３ 固定資産売却損の明細は次のとおりであります。 ※３ 固定資産売却損の明細は次のとおりであります。 

車両運搬具 0百万円

計 0 

車両運搬具  0百万円

計 0 

 



前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

※４ 固定資産除却損の明細は次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の明細は次のとおりであります。 

機械装置 0百万円

工具器具備品 1 

建物 0 

車両運搬具 0 

計 2 

機械装置  10百万円

工具器具備品 1 

建物 4 

車両運搬具 1 

計 18 

※５ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

※５ 各科目に含まれている関係会社に対するものは次

のとおりであります。 

受取配当金 22百万円

受取賃貸料 124 

受取人件費 174 

受取配当金   5百万円

受取賃貸料 58 

受取人件費 98 

※６ ゴルフ会員権評価損の明細は次のとおりでありま

す。 

貸倒引当金繰入額 35百万円

───── 

※７ 研究開発費の総額 ※７ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

432百万円

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開

発費 

   448百万円

───── ※８ 当社は塗料事業に使用している固定資産について

は、全ての資産が一体になってキャッシュ・フロー

を生成していることから、全体を１つの資産グルー

プとし、その塗料事業グループと投資不動産グルー

プ及び遊休資産グループの３つにグルーピングして

おります。 

 当事業年度において遊休資産について減損損失を

計上しました。主なものは、下記のとおりです。 

 遊休資産（土地）については、地価が帳簿価額に

対して著しく下落しているため、帳簿価額を回収可

能価額まで減額し、当該減少額を減損損失（177百万

円）として特別損失に計上しております。  

 なお、遊休地は正味売却価額により測定してお

り、固定資産税評価額を基準に算定した時価により

評価しております。 

場所 用途 種類 

 北海道石狩市  遊休地  土地 

 青森県青森市  遊休地  土地 



（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

 前事業年度（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）及び当事業年度（自 平成17年４月１日 至 平

成18年３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額、減損損失累計額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（百万円） 

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具・器具・
備品 

230 195 34

ソフトウェア 143 115 28

合計 374 311 62

取得価額相
当額 
（百万円）

減価償却累
計額相当額 
（百万円） 

期末残高相
当額 
（百万円）

工具・器具・
備品 

230 230 0

ソフトウェア 143 137 6

合計 374 368 6

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算定しています。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額等 

 未経過リース料期末残高相当額 

１年内 56百万円

１年超 6百万円

合計 62百万円

１年内   1百万円

１年超  4百万円

合計   6百万円

 なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定していま

す。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価

償却費相当額及び減損損失 

支払リース料 74百万円

減価償却費相当額 74百万円

支払リース料   56百万円

減価償却費相当額   56百万円

４．減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とした定

額法によっています。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  

  

（減損損失について） 

 リース資産に配分された減損損失はありません。  



（税効果会計関係） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 (単位：百万円)

 前事業年度 

 (平成17年３月31日)

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超

過額 

 
80 

未払事業税否認  20 

退職給付引当金損金算入限

度超過額 

 
592 

貸倒引当金損金算入限度超

過額 

 
8 

その他  7 

繰延税金資産合計  709 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金  △ 364 

繰延税金負債合計  △ 364 

繰延税金資産の純額  345 

 (単位：百万円)

 当事業年度 

 (平成18年３月31日)

繰延税金資産   

賞与引当金損金算入限度超

過額 

 
82 

未払事業税否認  23 

退職給付引当金損金算入限

度超過額 

 
614 

貸倒引当金損金算入限度超

過額 

 
2 

その他  7 

繰延税金資産合計  730 

繰延税金負債   

その他有価証券評価差額金   678 

繰延税金負債合計   678 

繰延税金資産の純額  51 

 （注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

 （注） 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以

下の項目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 105 

固定資産－繰延税金資産 239 

流動資産－繰延税金資産 110 

固定資産－繰延税金資産 619 

固定負債－繰延税金負債  

（相殺後）  

678 

固定資産－繰延税金資産 － 

固定負債－繰延税金負債 58 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因

となった主要な項目別の内訳 

 (単位：％)

 前事業年度 

 (平成17年３月31日)

法定実効税率  40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金算入さ

れない項目 

 
2.3 

受取配当金等永久に益金算

入されない項目 

 
△ 0.8 

住民税均等割等  1.3 

その他  △ 3.3 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

 
40.1 

 (単位：％)

 当事業年度 

 (平成18年３月31日)

法定実効税率  40.6 

（調整）   

交際費等永久に損金算入さ

れない項目 

 
2.4 

受取配当金等永久に益金算

入されない項目 

 
△ 6.5 

住民税均等割等  1.4 

減損損失  5.5 

その他   △ 4.6 

税効果会計適用後の法人税等の

負担率 

 
38.8 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 1,481円37銭

１株当たり当期純利益金額 39円45銭

１株当たり純資産額 1,545円45銭

１株当たり当期純利益金額 39円81銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

同左 

  
前事業年度 

（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

当期純利益（百万円） 812  801 

普通株主に帰属しない金額（百万円） 23  23 

（うち利益処分による役員賞与） (23) (23)  

普通株式に係る当期純利益（百万円） 788  777 

期中平均株式数（千株） 19,991       19,538 

前事業年度 当事業年度 

 該当事項はありません。  該当事項はありません。 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 
（百万円） 

長瀬産業（株） 1,400,101 2,214 

大日本インキ工業（株） 500,906 219 

日産自動車（株） 100,000 139 

コニシ（株） 80,000 89 

石原産業（株） 301,833 66 

関西国際空港（株） 1,200 60 

センコー（株） 133,402 56 

オーウェル（株） 150,000 27 

武内プレス工業（株） 30,000 26 

（株）ニチハ 11,200 25 

その他42社 212,010 171 

小計 2,920,652 3,097 

計 2,920,652 3,097 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）１．当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

２．無形固定資産の金額は資産の総額の100分の１以下であるため、「前期末残高」、「当期増加額」および

「当期減少額」の記載を省略しております。 

３．「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

資産の種類 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産               

建物 12,096 108 18 12,185 7,391 304 4,794 

構築物 2,472 33 3 2,503 1,955 64 547 

機械装置 12,685 505 200 12,990 11,053 373 1,936 

車両運搬具 371 13 18 367 321 14 45 

工具器具備品 1,970 137 35 2,072 1,764 76 307 

土地 7,441 330 
177 

(177)
7,594 － － 7,594 

建設仮勘定 5 651 619 37 － － 37 

有形固定資産計 37,044 1,780 
1,074 

(177)
37,750 22,486 833 15,263 

無形固定資産               

施設利用権 － － － 70 37 4 33 

電話加入権 － － － 19 － － 19 

借地権 － － － 39 － － 39 

ソフトウェア － － － 121 66 23 55 

無形固定資産計 － － － 249 103 27 146 

長期前払費用 116 － 3 112 111 37 0 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

土地 

増加額（百万円）  明石営業所用地 330     

減少額（百万円） 
 石狩サービス 

 センター用地 
172     

機械装置 
増加額（百万円） 

 東京工場 81  宇都宮工場 228 

 犬山工場 48  伊賀上野工場 44 

減少額（百万円）   本社 126     

 建設仮勘定 
増加額（百万円）   明石営業所用地 330     

減少額（百万円）   明石営業所用地 330     



【資本金等明細表】 

 （注）１．当期末における自己株数は、2,612,702株であります。 

２．当期増加額は、前期決算の利益処分によるものであります。 

【引当金明細表】 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（百万円） 1,100 － － 1,100 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注１） （株） (22,000,000) － － (22,000,000) 

普通株式 （百万円） 1,100 － － 1,100 

計 （株） (22,000,000) － － (22,000,000) 

計 （百万円） 1,100 － － 1,100 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金 （百万円） 131 － － 131 

（資本準備金）           

合併差益 （百万円） 398 － － 398 

計 （百万円） 530 － － 530 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （百万円） 275 － － 275 

（任意積立金）           

退職給与積立金 

（注２） 
（百万円） 1,537 163 － 1,700 

（任意積立金）           

別途積立金（注２） （百万円） 25,100 500 － 25,600 

計 （百万円） 26,912 663 － 27,575 

区分 
前期末残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

貸倒引当金 52 21 19 － 54 

賞与引当金 197 203 197 － 203 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

Ⅰ 流動資産 

１）現金及び預貯金 

２）受取手形 

① 相手先別内訳 

② 期日別内訳 

現金 
（百万円） 

当座預金 
（百万円） 

普通預金 
（百万円） 

定期預金
（百万円） 

別段預金 
（百万円） 

定額預金 
（百万円） 

郵便貯金 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

8 214 4,045 40 2 10 1 4,322 

相手先 金額（百万円） 

小柳商事（株） 67 

大阪ロックセルフペイント（株） 57 

（株）丸紅塗料店 53 

小柳ペイント（株） 48 

（株）高山商店 46 

その他 1,980 

合計 2,253 

期日 金額（百万円） 

平成18年４月 988 

５月 1,028 

６月 221 

７月 15 

８月 0 

合計 2,253 



３）売掛金 

売掛金回収状況 

 （注） 消費税等の会計処理は、税抜方式を採用していますが、上記当期発生高には消費税等が含まれています。 

４）製品 

５）商品 

６）仕掛品 

７）原材料 

８）貯蔵品 

相手先 金額（百万円） 

ロック商事（株） 221 

バルスパーロック（株） 97 

大阪ロックセルフペイント（株） 51 

（株）高山商店 49 

（株）小柳ペイント 46 

その他 2,298 

合計 2,762 

期間 

前期繰越高 
（百万円） 

当期発生高 
（百万円） 

当期回収高 
（百万円） 

次期繰越高 
（百万円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C)

(A)＋(B)
× 100

(A)＋(D) 
２ 

÷ 
(B)
365

自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日 
2,505 24,497 24,240 2,762 89.8 39.2 

シンナー類（百万円） 塗料類（百万円） 合計（百万円） 

110 1,760 1,870 

塗料類（百万円） 調色用器具他（百万円） 合計（百万円） 

269 115 385 

樹脂類（百万円） チップ類（百万円） 塗料類（百万円） 合計（百万円） 

310 58 403 772 

顔料類 
（百万円） 

化学工業薬品類 
（百万円） 

溶剤類 
（百万円） 

樹脂類 
（百万円） 

油脂類 
（百万円） 

チップ類 
（百万円） 

その他 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

479 266 321 184 17 6 17 1,293 

容器缶類 
（百万円） 

包装用品類 
（百万円） 

燃料類 
（百万円） 

見本帳類 
（百万円） 

雑品類 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

47 9 7 373 9 446 



② 負債の部 

Ⅰ 流動負債 

１）買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（百万円） 

長瀬産業（株） 190 

コニシ（株） 88 

三井物産ソルベントコーティング（株） 81 

ＣＢＣ（株） 61 

協和醗酵ケミカル（株） 58 

その他 882 

合計 1,361 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

決算期 ３月31日 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

株券の種類 
１株券、10株券、100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、 

100株未満表示株券 

中間配当基準日 ９月30日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

野村證券株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 印紙税相当額 

株券喪失登録に伴う手数料  
１．喪失登録    １件につき10,000円  

２．喪失登録株券  １枚につき   500円 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
大阪市中央区伏見町３丁目６番３号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都千代田区丸の内１丁目４番５号 

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 本店および全国各支店 

野村證券株式会社 本店および全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 大阪市において発行する産経新聞 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、親会社等はありません。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しています。 

(1）有価証券報告書およびその添付書類 

 事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）平成17年６月30日近畿財務局長に提出 

(2）有価証券報告書の訂正報告書 

 平成17年７月29日近畿財務局長に提出 

事業年度（第53期）（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(3）半期報告書 

 事業年度（第54期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）平成17年12月20日近畿財務局長に提出 

(4）半期報告書の訂正報告書 

 平成18年６月２日近畿財務局長に提出 

事業年度（第54期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

(5）自己株券買付状況報告書 

 報告期間（自 平成17年６月29日 至 平成17年６月30日） 平成17年７月13日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年７月１日 至 平成17年７月31日） 平成17年８月４日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日） 平成17年10月７日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日） 平成17年10月７日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日） 平成17年11月14日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日） 平成17年12月７日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日） 平成18年１月６日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日） 平成18年２月６日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日） 平成18年３月15日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日） 平成18年４月12日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日） 平成18年５月12日 近畿財務局長に提出 

 報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日） 平成18年６月14日 近畿財務局長に提出 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独立監査人の監査報告書

     

  平成17年６月29日   

ロックペイント株式会社   

  取締役会 御中   

  有恒監査法人

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 佐野 聰雄  印 

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 辻村 弘睦  印 

   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロッ

クペイント株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

     

  平成18年６月29日   

ロックペイント株式会社   

  取締役会 御中   

  有恒監査法人

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 佐野 聰雄  印 

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 辻村 弘睦  印 

   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行った。

この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明する

ことにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロッ

クペイント株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営

成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当連結会計年度から固定資産の減損

に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により連結財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付

する形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    

  平成17年６月29日   

ロックペイント株式会社   

  取締役会 御中   

  有恒監査法人

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 佐野 聰雄  印 

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 辻村 弘睦  印 

   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第53期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロックペ

イント株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



独立監査人の監査報告書

    

  平成18年６月29日   

ロックペイント株式会社   

  取締役会 御中   

  有恒監査法人

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 佐野 聰雄  印 

  
代表社員
業務執行社員

公認会計士 辻村 弘睦  印 

   

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているロック

ペイント株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第54期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法

人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、ロックペ

イント株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点に

おいて適正に表示しているものと認める。 

 追記情報 

 会計処理方法の変更に記載のとおり、会社は、当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当

該会計基準により財務諸表を作成している。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

（注）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 
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